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地域社会創成における P2Mを活用した仕組み作り事例と成果 
―HOPE80での研究事例からー 

 
東京農工大学 名誉教授 亀山秀雄 

 

１．はじめに 
P2Mを農工大学の講義や研究にP2Mを導

入した経緯を説明する。2005年の4月から
東京農工大学では、専門職大学院技術経
営研究科を開設し、新しい大学院課程での
社会人教育を始めることになった。設立構想
時点から参加していた筆者が、設立後に同

技術経営研究科と工学研究科化学工学シ
ステム工学専攻を兼務することになった。 
農工大の技術経営（MOT、Management 

of Technology）教育は、米国のMITの真似

事でなく、日本独自の経営風土と管理手法
に基づいた日本版MOTカリキュラムを作るこ
とを念頭において構成されている。化学工学
の学科では、反応工学やプロセスダイナミッ
クスを講義していたが、ＭＯＴの講義をどのよ
うに構成するかを思案していた。当時、恩師
の吉田邦夫先生から国際プロジェクト＆

プログラムマネジメント（P2M）学会を
2005年10月に設立するための協力依頼が
あった事で、日本初のマネジメント手法
の創設の中心となっていた小原先生の資
料1）や吉田先生らの本2)などで勉強してい
たこともあり、化学工学とP2Ｍを融合さ
せた技術と手法で環境分野を対象とした
技術開発論とビジネス論をＭＯＴと工学
研究科博士課程での前期と後期で講義す
ることにした。この内容については小原
氏の論文3)を参照されたい。 

研究室内の研究でも2005年頃から大学

院学生にP2Ｍのプロファイリングマネジ
メントを使ったロジックモデルで研究開
発マネジメントをするように指導してい
たが、その効果が認められたので2008年
からは卒論生も含めて、全員の研究活動
にロジックモデルの活用を義務づけるこ
とにした。研究室の学生は全員、年度初め

にロジックモデルを用いて皆の前で研究
構想を発表し、研究計画について議論す
ることを課すようにした。その結果、年間

の学会発表件数と査読付論文数の劇的な
増加は、田隈氏の論文4)を見られたい。 

また、修士課程止まりの技術経営研究
科の社会人学生が、工学研究科の博士課
程に進学して、Ｐ２Ｍを活用して、自分の研
究課題で新たなマネジメント手法を展開して、
博士号を取得する流れができて行った。その

結果、他大学からのMOT修了生も含めて、
筆者の研究室で７年間で8名のＭＯＴ出身の
社会人がP2Ｍを活用した博士論文を提出し
て学位を取得することになった。現在、4名が

大学でP2Ｍを教える立場になっている。 
この稿で紹介する地域社会創成における

P2Mを活用した仕組み作り事例は、JST 社会
技術研究開発センター（RISTEX）が 2008 か
ら 2013 年度に実施した研究開発領域「地
域に根ざした脱温暖化・環境共生社会」
（領域総括 堀尾正靱）で実施した研究開

発プログラムの支援を受けて実施したプ
ロジェクトである。このプログラムの詳細
は、重藤らの論文 5)を参照されたい。筆者は
この研究プログラムの中で「箱根・小田原地
域を例にして観光地域での CO2 削減と地域
活性化の課題を解決するプロジェクト」で
当初から P2Ｍを活用して研究を始めること
にした。プロジェクトの成果は、成果報告書
6,7)を参照されたい。ここでは、使用した 
P2Ｍ理論に焦点を当てて使い方を紹介する。
このプロジェクトにより、Ｐ２Ｍ適用研究
として、3 名の工学博士号取得者と 4 名の

技術経営修士号取得者が生まれていること
は、P2Mの有効性を示しているものと言える。 
 
2.HOPE80プロジェクトの戦略マネジメント 
本プロジェクトは、研究対象地域対象と

して箱根・小田原地域を調査している。「箱
根」「小田原」「エコポイントシステム」「CO2 

80%削減」を検討する組織であるとともに、
「希望」という意味を込めて「HOPE80」とい
うプロジェクトの名前を策定し、ロゴのデ
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ザインを行った（図１）。HOPE80: Hakone 
Odawara Point for Ecosystem improvement 
by -80% of CO2 

 

図１本プロジェクトコードネーム「HOPE80」 
 

2.1 戦略マネジメント 
観光産業を対象として地域活性化と CO2

削減対策の両課題への解決策を提案するた
め、戦略マネジメントの観点から次のよう
に考えた。 

1) 都市近郊の観光地を選定し、都市から
地域への人の流れを地域活性化と CO2 削
減対策の両面から検討する 

2) 多くの CO2 削減対策の地域へのアプロ
ーチは、EVや PHVというハード面の導入
アプローチが中心であるのに対して、本
研究では、技術的なシナリオに平行して

地域の活性化を持続的に担う地元の組織
化と環境に関心を抱く若年層から高齢層
まで広い観光客層が、環境観光先進地域
に足を運ぶような場（プラットフォーム）
を作る社会的なシナリオも重視する。 

3) モーダルシフトの可能性のある都心に
ある程度近い観光地をえらびシナリオを
作成。 

4) 地域の特性である自然の恵みを CO2 削
減対策に取り込み、箱根温泉旅館の排湯
を使用したヒートポンプによる地熱利用

シナリオ、久野川流域の水を利用した小
型水力発電利用シナリオ、環境先進観光
地をめざす地域政策に対応した EV 利用
プロジェクトシナリオ、パークアンドラ
イドと地域生産物市場を連携するシナリ
オを描く。 

5) Web ポータールサイトを利用した地域
活性化環境プラットフォームを通じて、
環境ゲームやバーチャルとリアルの融合
した位置情報を利用したソーシャルメデ
ィアシステムを利用して若者や中年層を

地域に迎え入れるシナリオを作成する。 
これらの考えを実行するための具体的

な方法を次の理論を用いて行った。 
地域活性化と CO2 削減対策を実現するプ
ログラムと位置づけて、多数のステーク
ホールダーを対象とした複数の対策をプ
ロジェクトとして、プロジェクト＆プロ
グラムマネージメント（P2M）理論を適用
して研究を行った。 
 
さらに、地域での研究活動を円滑にする
ために、下記の戦略を立てて実施した。 

6) 外部の研究者が、地域に入って、その地
域の課題を取り上げて、問題解決に取り
組む場合の継承性を考えると、プロジェ
クトの中に地域で中心となっている人を
参加してもらい、研究成果を継承発展で

きるようにすることが、重要である。 
7) 研究活動を地域の人々に理解してもら
い、プロジェクトに協力してもらうには、
地域問題に関係したワークショップとシ
ンポジウムを多数開催して、それらの企
画に参加してもらい、合わせて発表して

もらうようにすることが重要である。
HOPE０では、5 年間で 11回のイベントを
開催した。 

8) 多くの地域のステークホーダーに活動
の内容と協賛を得るために、HOPE80 のホ
ームページを立ち上げるとともに、パン
フレットを作成して、説明会や各種イベ
ントで配布する。 

 このような地域の多様なステークホール
ダーを巻き込むような研究方法は、地域を
対象とする場合に不可欠であり、研究終了
後も研究成果の継承や発展が行われる人材

基盤や合意形成を作ることになる。現在で
も地域のリーダーである小山田氏を中心に
再生可能エネルギー利用の様々な事業が行
われているのは、この成果と言える。 
 
2.2 研究のサブテーマ化と P2Ｍツール 
研究計画は、募集目的であるカテゴリー

Ⅰの「問題解決のために必要な調査研究な
どを行い、選択肢の提示、政策提言などをア
ウトプットとするもの」に応募し、初めの 2
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年間の研究は、P2M理論による構想段階のス
キームモデルを適用し、後半の 2 年間の研
究を地域社会での具体的な CO2 削減システ
ムの設計と実証にシステムモデルを適用す
る考えで4年間の計画で応募した。ただし、
2年間が約束されてはおらず、前半と後半は
独立した公募であり、前半の研究評価が重
要であり、成果を出すことが求められてい
る。 
こちらが想定した前半のスキームモデル

の研究プロジェクト名は「エコポイント制
度を活用したエコサービスビジネスモデル

の検証」で、平成 20 年 10月～平成 22年 9
月の 2 年間で次の 3 つのサブテーマを設定
して研究を行った。 
サブテーマ１： 既存データ情報の整理・

分析 

サブテーマ２： 予定シナリオ設計に必要
なデータ採取 

サブテーマ 3： 地域に根ざしたコミュニ
ティー基盤作り 

 
それぞれのサブテーマで用いた創造的統

合マネジメントツールは以下のものである。 
サブテーマ１：プロジェクト行う必要のあ
る社会的背景、実行する際の戦略、プロジ
ェ口ジェクトが利用する資産、プロジェ
クト計画とそれから得られるアウトプッ
ト、アウトプットが5年後のもたらすアウ
トカム、そのアウトカムが10年後にもた
らすインパクトなどをわかりやすく記述
するロジックモデル（プロファイリング
マネジメント）を活用した合意形成手法、 

サブテーマ２：プロジェクトの目標や重要
成功要因や成果の評価を財務の視点、顧

客の視点、業務の視点、人材育成の視点か
ら多面的にとらえてPDCAサイクルを動か
すプロジェクト管理方法であるバランス
ト・スコアカード（価値評価マネジメン
ト）によるアクションプラン計画、 

サブテーマ 3：サービスの提供者とサービス
の利用者の結び付きを可能とするような基

本的なサービスを提供してくれる設備やシ
ステムを作成し多数のステークホールダー
と情報共有し活動のベースキャンプとする

ポータルサイトの設計を行う地域活性化環
境プラットフォーム（プラットフォームマ
ネジメント）を導入。 
後半のシステムモデルに相当するの研究

プロジェクト名は、「都市部と連携した地域
に根ざしたエコサービスビジネスモデルの
実証」で、平成 22年 10月～平成 24年 9月
の 2 年間で次の 5 つのサブテーマを設定し
て研究を行った。 
サブテーマ１： 位置情報を活用したソ

ーシャルメディアに関す
る研究 

サブテーマ２： ボランティアツーリズ
ムの導入可能性に関する
研究 

サブテーマ３： 地域のエネルギーマネ
ジメントに関する研究 

サブテーマ４： 個別要件を結合する中
間システムの役割を持っ
た統合的なメタプラット
フォームの形成、社会技
術的システムの要件を抽
出 

サブテーマ５： レジャー分野における
CO2 排出削減量の定量化
に関する研究 

 これらの詳細は、野地氏 8)と中山氏 9)と田
隈氏 10)の論文を参照されたい。 
 サービスモデルに相当する部分は、シス
テムモデルでの研究成果を踏まえて、実際
の現場での実装作業を、研究中並びに研究
終了後に行い下記のビジネスモデルが実装
された。 
（１）マイクロ発電機販売 丸上製作所 平成

24年 （株）丸上製作所 (marujoh.com) 

（２）箱根温泉熱利用検討報告書  
平成 26年 3 月箱根温泉熱利用検討会 
000028248.pdf(town.hakone.kanagawa.jp) 

（３）箱根ＥＶ普及推進ネットワーク、 
箱根 EV タウンプロジェクト(town.hakone.kanagawa.jp) 

（４）合同会社小田原かなごてファーム（おひる
ねみかん事業、ソーラーシエ リング事業） 

   https//odawarakanagote-farm.com 
 

http://www.marujoh.com/hatsuden.html
http://www.town.hakone.kanagawa.jp/index.cfm/11,2293,c,html/2293/000028248.pdf
https://www.town.hakone.kanagawa.jp/index.cfm/11,2294,58,html
https://odawarakanagote-farm.com/
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この中で、具体的に定常業務として動い

ているのが、（１）の小水力発電事業と（４）

の合同会社小田原かなごてファームの事業

であり、後者は、HOPE80 プロジェクトで地

域のまとめ役として活躍した小山田大和氏

が中心として発展させている事業で、詳細

は、本誌 12号の小山田氏の記事 11)を参照さ

れたい。読者の方には、小山田氏の事業へ

の支援をお願いしたい。 

上記のように、研究開発プログラムをス

キーム段階とシステム段階に分けて行う方

式は、一般には、FS研究と本格研究と言わ

れている方式であるが、今回のような地域

開発プロジェクトでは、現場に入っての FS

研究が重要であり、成功のカギを握ってい

ると言える。したがって、予算を出す側も、

FS 研究への予算化が重要であり、今回の

RISTEXの研究プログラムが他の研究プロジ

ェクトも含めて、全体として大きな成果を

上げた要因ということができる。 

 

3.使用した P2Ｍツールの紹介 

 HOPE80で使用したツールとその効果を紹

介する。使用したツールは、ロジックモデ

ル、クロス SWOT 分析、バランスト・スコア

カード（BSC）、プットフォームである。 

 

3-1 ロジックモデル 

 ロジックモデルの解説は本誌 12)と田隈氏

の論文 4)をご覧ください。HOPE80 での詳し

使用内容は、野地氏の論文 8)を参照くださ

い。 

地域を対象とした研究では、研究が目指し

ている地域のありたい姿を示して、賛同を

得ることが大切である。ありたい姿に異論

があれば、話はかみ合わなくなる。市民か

ら行政が合意できる将来像を描くために P2

Ｍで推奨しているロジックモデルを作成し、

合わせてそれを分かり易い絵にかいて研究

紹介パンプレットに入れることをおこなっ

た。まずは、研究活動に対しての地域行政

と地域活動の中心となる人の同意と協力を

得ることが研究の初めに必要である。行政

の順番は、神奈川県庁から始まり、小田原

市、松田町など行政の上層部から順番にま

わって、研究内容への賛同を得るようにし

た。 

今回の地域活動に中心人物は、小山田大和

しであり、一緒にロジックモデルの作成に

参加してもらい、地域の思いを反映させる

ようにした。作成したロジックモデルを図

２にそれをパンフレット用に絵に描いたも

のを図３に示す。このプロジェクトでのロ

ジックモデルの効果と課題をまとめたもの

を表１に示す。効果が大きかったのは、成

果を達成するために何を行うかがわかる、

作成プロセスを通じてメンバーの意識の統

一が図られることである。このことは、地

域を対象とするプロジェクトにおいて有効

な効果をもたらすと言える。 

 

3-2 BSC の使用 

 研究開発には、ありたい姿を想定して、

それを実現するためのロードマップを作成

し、これから行うプロジェクトの期間でど

のようなアウトップとそれによるアウトカ

ムを各サブテーマが生み出すかという目標

の設定が重要である。各サブテーマの目標

が達成できれば研究の全体目的が達成され

るという構造になり。その場合、何を評価

基準にするかを十分検討することが大切で

あり、そのための手法として P2M ではクロ

ス SWOT 分析と BSC の活用を推奨している。

HOPE80プロジェクトでも皆で議論しながら

作成したのが表 2 に示す BSC 表である。重

要なことは、この表を作成する中で、我々

は何をすればよいか、それがどの程度達成

できれば良いかというアクションプランと

評価目標が浮き彫りにされることである。

それにより参加者全体での合意形成ができ

ることになる。ロジックモデルと同様に BSC

も一度作成したら終わりではなく、繰り返

しローリングして外部状況の変化に柔軟に

対応して研究が進められるようにすること

が大切である。HOPE80 で作成したＢＳＣを

表２に示す。 



P2Mマガジン No.13, pp.34-44 (202１) 

 

38 

 

 

 

図３ HOPE80 プロジェクトのパンフレットに用いたロジックモデル図 

図２ HOPE80 プロジェクトで作成したロジックモデルシート 8) 
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表 1 ロジックモデルの効果と課題（◎大きな効果,〇効果、△部分的効果）8) 

 

 

表２ HOPE80 で作成した BSC による戦略と価値評価基準 8) 

 

3-3 アーキテクチャマネジメント 
 研究開発プロジェクトを３S モデルで設
計し、スキームモデルを FS研究、システム
モデルを実証研究としてサービスモデルを
研究終了後の持続的な活動と位置づけて行

った。それに加えて、スキームのモデルで
は、研究体制の検討をアーキテクチャマネ
ジメントの観点からプロジェクトの構成組
織の検討を行った。その結果、図 4 に示す
ような多くのステークホーダーが関与する
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全体組織の中で今回の研究プロジェクトが
どのような位置にあるかを認識することが
大切であることが分かった。組織としては、
大学、行政、民間に属する数多くの組織が
連携できるような運営構造を作ることが地
域における研究では重要である。その中で
も特に重要なことは、地域のまとめ役を見
つけて、その組織と連携することが必要で

ある。HOPE80では、小田原の中に存在して
いた地域を活性化したいという思いの活動
を行っていたおだあし勉強会との連携をす
ることにした。ちなみに「おだあし」は「小
田原と足柄地域での連携を意味する。おだ
あし勉強会のプットフォーム構造を図５に
示す。 

 

図４ プロジェクトの全体構造 

図５ おだあし勉強会の地域プラットフォームの構造 
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3-4 プラットフォームマネジメント 

このような多くの組織が連携して初めて、

本来の箱根・小田原地域での 2050年に環境

面での CO２80％削減と経済面での地域活性

化が同時に行えるのであり、大学だけで調

査や実験を現地でする研究では、論文には

なるが地域に残るものはない。研究期間は

4 年と限られているが、ありたい姿は 2050

年の社会実現であり、研究が終わっても、

持続的に活動ができるような環境を整備す

ることが地域における研究では重要である。

それには、それぞれの活動がうまく連携で

きるような地域活性化環境プラットフォー

ムの構築が不可欠であることが分かった。

そこで、図６に示すような地域活性化環境

プラットフォームの配置を考えて、具体的

な構成を検討した。図では、右側に外部の

ステークホールダー、左が地域内のステー

クホールダーで上部が住民や営業主体であ

り。下が支援部隊である。中央に地域活性

化環境プラットフォームが位置して、この

３つのステークホールダー群が連携し易い

ような機能を提供することになる。それで

は具体的どのような機能を有する地域活性

化環境プラットホームであれば良いかをい

ろいろと議論して、最終的には図７に示す

ようなプラットフォームの形成が必要出る

ことになった。機能の詳細は、中山氏の論

文 13,14,15)を参照されたい。 
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図 6 地域活性化環境プラットフォームの位置づけ 

 

 

図７ 地域活性化環境プラットフォームの機能 

 

４．終わりに 

 今回紹介したのは HOPE80 の箱根・小田原

地域において、地域活性化と 2050年までに

観光で発生するCO2を 80%削減というテーマ

を同時進行させて観光地域を環境先進地域

にするというありたい姿を描いて、それを

実現するための方法を研究開発プロジェク

トの目的として行った時のＰ２Ｍの活用事

例である。おそらく、地域での研究に共通

する項目が多いと考えられる。最後に、研

究終了後もこの研究の成果が活用されるた

めの政策提言を行ったので、P2M に関係す

る提言をまとめて示して結びとする。 

研究開発成果に基づく政策提言 

①プロジェクトマネジメントの教育支援予

算の設置 

 地域核となり人材や市町村で地域活性化

を担当する役人を対象に地位のプロジェク

トマネジメント講座を設置する予算処置を

行政が行う。 

②これから発生する市民プロジェクトをコ

ンサルする中間システムを構築する。 

③地域のさまざまな情報共有し活用できる

地域情報プラットフォームを構築する予算
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社会的価値（政策学的視点）を主とする価値（CO2削減）

凡例①
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①個人レベルのCO2削減量の

見える化（CO2削減貢献度）

②位置情報の取得機能

・GPS、Geolocation、イベ

ント（時間）、NFC 

③バーコード読み取り機能

④位置情報による周辺情報の

検索機能

⑤クーポン発行機能

チェックイン機能ソーシャルゲーム機能

①ランキング機能（CO2削減貢献度、

地域活性化貢献度）

②地域活性化貢献度の見える化

②情報発信[つぶやき（twitter）
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処置を行政が行う。 

④地域の中間システムとなりえる市民や

NPO組織育成する。 

⑤地域間でネットワークを構築し、効果の

ある取り組みや、問題解決の方法を共有で

きるようにする。 

⑥地域で使用するための技術体系を新たに

構築するように学会で社会技術の設計法に

ついて研究する用に JST が各学会に予算を

つけて研究させる。 

⑦中小規模の再生可能姉ルギー利用技術開

発に対して、省エネルギー技術開発と同様

に NEDOが公募して開発支援を行う。 

⑧地域プラットフォーム創生支援 

 地域におけるプラットフォームは、前述

したように地域資源を活用や保全する役割

を持つ。しかし、それは都市部のように、地

域資源と切り離されて成立するネット空間

のプラットフォームのようなわけにはいか

ない。そのため、地域資源と隣接して成立

する地域プラットフォーム、「中間システ

ム」の設計やその生成の支援、地域資源や

地域共同体の関係を設計するプロセスが必

要となる。 

⑨都市と地方地域間の関係性構築 

地方と都市が交流を利用しながら、互い

の持つ問題解決を図ることが地域課題の解

決では必要である。都市側と地域側の要求

の差を超えて相利を得る仕組みの構築が求

められる。つまり地域的課題を抱える地方

と、個人的課題の解決を消費で解決しよう

とする都市の個人を結びつけるプラットフ

ォームが必要になる。それが地域における

プラットフォームとなれば維持も可能であ

るし、地域側にとても利益を生む存在とな

るだろう。 

⑩教育プログラムの構築 

 地域づくりを進めるにも地域を活性化す

るにも、重要なのはその担い手である。い

かに資金が豊富で制度が整っていても、「か

かわる人」がいなければ何も動かない。同

時に、地域課題の解決が「総合化」を迫られ

ている。ところが従来の地域づくり人材育

成は、いわゆる活性化、イベントや活動実

施が主だった。 

 そこで、地域側による主体的な地域づく

りに期待がかかるが、そのためのノウハウ

や人材が十分地域で育っていないというの

が現在の地域側の焦りにつながっている。

こうした課題を解決するためには、教育プ

ログラムの洗練である。地域活動ではチー

ムで何かを進めることができる、社会全体

を考えて地域運営できる人材を養成しなけ

ればならない。そのためには、今後は知識

の伝授に終わる従来型の養成を脱し、実践

できる人材を「地域再生の担い手」として

育成することが重要である。 

⑪プラットフォームを誰が支えるかに関し

ての提案：専業ではないかかわりの再評価 

 本プロジェクトでは、プラットフォーム

を支える人材として、地域の関係者を想定

しているが、実際には地域関係者が生計を

維持しながら地域活動を進めるのは難しい。

そこで、主たる業務を勧めながら、副業的

に自分の本業の隣接分野で地域活動をする

「ハーフシフト」モデルを推奨する。有償

労働だけで自己実現する生き方モデルから、

多様な場での自己実現モデルへの転換であ

る。有償労働以外による支援の可能性も含

めて、多様な社会参加と地域づくりなどを

通した社会還元を実現するための社会的な

仕組みが今後は必要であろう。先進的な試

みとして、プラットフォーム支援でもハー

フシフトの実践は大きな可能性を持つだろ

う。 



P2Mマガジン No.13, pp.34-44 (202１) 

 

44 

 

参考文献 

[1] 小原重信監修、プロジェクトマネジメ

ント開発調査委員会編『P2M プロジェ

クト＆プログラムマネジメント標準ガ

イドブック』 エンジニアリング振興協

会 2001 

[2] 吉田邦夫、山本秀男編著；実践プログ

ラムマネジメント、日刊工業新聞、2014

年 

[3]小原重信、亀山秀雄、P2M理論を適用し

た環境プロジェクトマネジメントと大

学院教育 : プロジェクトガバナンス前

提と創造的統合マネジメントツール、国

際 P2M学会誌、1012 年 7巻 1 号 p. 83-

96 

[4] ロジックモデルとバランススコアカー

ドを用いた研究計画支援システムの有

効性、田隈 広紀, 桜井 誠, 亀山秀

雄、化学工学論文集、2013年 39 巻 3 

号 256-264 

[5] 重藤 さわ子, 堀尾 正靱、バリューチ

ェーンの大幅な低炭素化に向けた横断的

プラットフォームの形成とその検証、国

際 P2M学会誌、1014 年 9巻 1 号  127-

140 

[6] 亀山秀雄、エコポイント制度を活用し

たエコサービスビジネスモデルの検証、 

研究開発実施終了報告書, 

https://www.jst.go.jp/ristex/fundi

ng/files/130716_003. 

[7] 亀山秀雄、都市部と連携した地域に根

ざしたエコサービスビジネスモデルの

実証、研究開発実施終了報告書 , 

https://www.jst.go.jp/ristex/visual

ization/data/ 

[8] 野地 英昭, 佐藤 秀明, 亀山秀雄、ロ

ジックモデルとバランススコカードの

有効性について、国際プロジェクト・

プログラムマネジメント学会誌 

2009年 4 巻 1 号 73-82 

[9] 亀山秀雄,箱根・小田原環境と地域活性

化の両立型プロジェクト,東京理科大

学出版会科学フォーラム,2012年 10号

12-15 

[10] 中山 政行,野地 英昭,林 和希,十河 

直人,亀山 秀雄,P2M理論を応用した地

域活性化環境プラットフォーム構築,

国際プロジェクト・プログラムマネジ

メント学会誌, 2011年 5 巻 2 号 56-

62 

[11] 小山田大和, 地域をマネジメントす

る P2M ―おひるねみかんプロジェク

トのロジックモデルは地域再生の処方

箋―、 P2M マガジン No.10, pp.61-

65 (2020) 

[12] 亀山秀雄、ロジックモデルの歴史と

P2M 理論への応用、P2M マガジン創刊

号 No.1、pp.21-30（2016） 

[13] 中山 政行, 亀山 秀雄、プログラムプ

ラットフォームによる創発的地域活性

化プロジェクトに関する研究、国際 P2M

学会誌、2014 年 9 巻 1 号 141-152  

[14] 中山 政行, 亀山 秀雄、P2Mプラット

フォームマネジメントによる地域活性

化の事例分析,国際 P2M学会誌、2014年 

8 巻 2 号 71-82 

[15] 中山 政行, 一寸木 修二, 小山田 大

和, 関谷 庸, 溝辺 薫, 田隈 広

紀, 亀山秀雄、地域に根ざしたマイク

ロ水力発電システムの普及・定着に向

けた提案、化学工学論文集、2015 年 

41 巻 2 号 173-177 

（2021年 9月 26日 受理） 

https://www.jstage.jst.go.jp/browse/kakoronbunshu/-char/ja
https://www.jstage.jst.go.jp/search/global/_search/-char/ja?item=8&word=%E9%87%8D%E8%97%A4+%E3%81%95%E3%82%8F%E5%AD%90
https://www.jstage.jst.go.jp/search/global/_search/-char/ja?item=8&word=%E5%A0%80%E5%B0%BE+%E6%AD%A3%E9%9D%B1
https://www.jst.go.jp/ristex/funding/files/130716_003.pdf
https://www.jst.go.jp/ristex/visualization/data/pdf/ondanka/JST_1115100_10102756_kameyama_ER.pdf
https://www.jst.go.jp/ristex/visualization/data/
https://www.jst.go.jp/ristex/visualization/data/
https://www.jstage.jst.go.jp/browse/kakoronbunshu/-char/ja

